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中期経営計画（2011 年６月期～2013 年６月期）の策定に関するお知らせ 

 

 当社は、今年度を初年度とする３ヵ年（2011 年６月期～2013 年６月期）の中期経営計画を策定いたしまし

たので、下記のとおり概要をお知らせいたします。 

 

記 

１．中期経営ビジョン 

当社は、創業以来培ってきたネットワーク技術を基盤として、主に金融業界向けにオンラインシステム

のソリューションを提供してきました。特にクレジットカードのオンライン取引を支えるネットワークシ

ステムの構築については数多くの実績があり、生活に必要不可欠のインフラともいえるネットワークシス

テムの構築において、確固たる技術基盤と事業基盤を持っていることが当社の強みとなっています。 

当社は、こうした技術基盤と事業基盤によってクレジットカードの不正使用を検知するシステムの開発

や情報セキュリティ対策システムの開発、証券取引に係る業務システムの開発へと多様な業種業態へ事業

を拡大しているところです。 

今後とも、顧客の業務効率を高めるシステムやサービスの提供を通じて当社の事業領域を拡大し、健全

な情報通信社会の発展に貢献する方針です。 

 

２．中期経営目標 

国内経済情勢は、世界的な金融危機の影響による深刻な悪化から緩やかに回復しつつあるといえますが、

当社の主要な事業領域であるクレジットカードや証券、金融の各業界においてはシステム投資を抑制し、

システムの運用コストを削減しようとする傾向に大きな変化は見られません。また、クレジットカード業

界においては、メガバンクの主導による業界再編を経て、クレジットカード会社各社は貸金業法と割賦販

売法の改正による激しい事業環境変化に晒されており、収益構造の変革に併せて大規模な BPR（ビジネス・

プロセス・リエンジニアリング）を進めているところです。 

このような状況に対応すべく当社は、カードビジネスのフロント業務において、これまでの業務経験を

通じて蓄積した技術を応用し、効率的なシステム開発提案と新製品の開発、販売を積極的に行います。 

システムソリューション業務においては、クレジットカード不正利用検知システム「ACE Plus」や証券

会社向けの業務システム等、主要な自社開発製品の販売を国内、海外において拡大しつつ、顧客の業務効

率を改善するための様々なシステムを順次開発、販売していきます。 

セキュリティシステム業務においては、「CWAT」と「EUCSecure」を中心に幅広い業種業態の情報セキュ

リティ対策に係る需要を開拓し、販売を拡大していきます。 

特に、当社の親会社大日本印刷株式会社との協同営業を強化するほか情報セキュリティ分野における新

規事業を協同開発し、早期に開始することで中期的に収益力を強化拡大する方針です。 
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（単位：百万円） 

（連結） 2011 年６月期予想 2012 年６月期計画 2013 年６月期計画 

売 上 高 5,330 6,000 7,000 

営 業 利 益 230 520 890 

営 業 利 益 率 4.3％ 8.7％ 12.7％ 

経 常 利 益 250 540 910 

当 期 純 利 益 120 310 520 

 

（セグメント別売上高） 

   （単位：百万円） 

 2011 年６月期予想 2012 年６月期計画 2013 年６月期計画 

カードビジネスのフロント業務 2,440 2,540 2,910 

システムソリューション業務 2,060 2,350 2,660 

セ キ ュ リ テ ィ シ ス テ ム 業 務 830 1,110 1,430 

 

３．業務別重点施策 

【カードビジネスのフロント業務】 

前述のとおり、当業務の主要な顧客であるクレジットカード会社は、経済環境の悪化と業法改正による厳

しい事業環境変化への対応に直面しており、システム運用コストの削減に対する需要が高まっています。当

社は、オンライン接続システムとして高い実績をもつ「NET+1」の Linux 対応版を開発、投入し、こうした需

要に応えていきます。 

Linux 対応版によって、顧客は比較的安価なシステム構成によって業務を行えるばかりでなく、運用経費

を削減できるため、大手カード会社だけでなく小規模の事業者や新規参入事業者へと当社の事業機会を拡大

することができる見込みです。 

また、オンライン認証処理などこれまで「NET+1」が主に利用されてきた業務分野以外の業務への「NET+1」

の利用を積極的に提案し、事業領域を拡大する方針です。 

 

【システムソリューション業務】 

システムソリューション業務においては、顧客の業務効率化に貢献する自社製システム製品を中心に、事

業領域と事業規模の拡大を進める方針です。また、親会社である大日本印刷株式会社との営業協力によって、

様々な業務に係るシステム開発の受注を進め、事業規模の拡大を進めます。 

クレジットカードの不正利用検知システム「ACE Plus」は、多くのクレジットカード会社に導入されてお

り、国内ではトップシェアを誇る自社製品です。国内ばかりでなく、海外のカード会社へ向けた営業活動を

進めており、早期に受注を獲得する方針です。「ACE Plus」は、銀行口座の不正利用を監視するシステムとし

ても実績をあげており、銀行への販売拡大を目指します。 

また、不正利用検知に限らず、クレジットカード会社に固有の各種業務を効率化するシステム開発、販売

を行うことで事業領域を拡大する方針です。 

証券業界向けには、膨大な市況情報を瞬間的に正確に伝達する「情報配信システム」の開発、販売で実績

をあげており、今後、証券の受発注業務や取引に係る管理業務を担うシステム製品を順次投入することで事

業領域の拡大を目指します。 

 

【セキュリティシステム業務】 

セキュリティシステム業務においては、自社開発製品「CWAT」と「EUCSecure」を中心とした情報セキュリ

ティ対策の販売によって事業を進めてきましたが、経済環境の悪化と顧客の情報セキュリティ対策需要の多

様化を受けて厳しい状況が続いています。 

 親会社大日本印刷株式会社と協力して営業活動の強化を進めており、新規顧客の開拓と受注機会の拡大を

目指しています。既存の顧客に対しては、製品サポート等の顧客サービスの強化によって製品の信頼性を高

め、追加の発注が得られるよう努めていきます。 
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また、大日本印刷株式会社との協力によって、セキュリティ分野における BPO（ビジネス・プロセス・ア

ウトソーシング）や SaaS（サース、Software as a Service）といったサービスによる新規事業を開発し、

早期に開始することで、収益力を高めていく方針です。 

 

以 上 

 


